旅費規程

（目　的）

第１条　この規程は、就業規則第○条に基づき従業員が業務上の事由で国内に出張する場合および転勤する場合に支給する旅費について定める。

２　海外に出張する場合の旅費等については別に定める。

３　この規程に定めのない事項については、そのつど定める。

（旅費の計算）

第２条　旅費は、所属長の発行する旅行指示書に従い、最も経済的かつ一般的な経路および方法により旅行した場合の旅費により計算するものとする。

（等　級）

第３条　旅費は、別表１に定める等級に応じて支給する。

２　業務上やむを得ない事情がある場合で所属長の許可を得た場合、および所属長の特段の指示がある場合には、上位の等級によることができる。ただし、日当を除く。

３　下級者が上級者に随行する場合で所属長の許可を得た場合、上級者の等級によることができる。ただし、日当を除く。

４　旅行中に旅費等級の変更を伴う異動を生じた場合には、発令の日から新たな等級による旅費を支給する。

（旅費の前渡し）

第４条　旅費は、あらかじめその概算額を提示して請求することで、仮払いを受けることができる。

（出張旅費の種類）

第５条　国内に出張した場合の旅費の種類は、鉄道運賃、船賃、航空運賃、その他の交通費、宿泊料および日当とする。

（鉄道運賃および船賃）

第６条　鉄道および船舶の運賃は、別表２により、本人の属する等級に応じて支給する。ただし、当該等級を下回る等級を利用したときは、実際に利用した等級の額とする。

２　鉄道・船舶に宿泊した場合は、運賃および寝台料金等のほか日当を支給する。ただし、運賃と寝台料金等が区別されていない場合は、その実費と日当を支給する。

（航空運賃等）

第７条　特に必要がある場合は、所属長の許可を得て航空路によることができる。

　　この場合、航空運賃の実費を支給する。

２　特に必要がある場合は、所属長の許可を得て、タクシーその他の交通機関を利用することができる。この場合、利用に要した実費を支給する。

（宿泊料および日当）

第８条　宿泊料および日当は、別表２に掲げる額に、旅行に要した宿泊数および日数を乗じた額を支給する。

２　宿泊料は、会社に別居届出を提出した自宅に宿泊した場合、または会社の宿泊施設に宿泊した場合は支給しない。

３　日当は、出張期間中に会社の所定休日を含む場合は、当該休日について日当の○％を支給する。

（日帰り出張）

第９条　勤務地から目的地までの距離が○km以上○km未満の出張は、日帰りを原則とする。やむを得ない事情で宿泊する場合の取扱いは、そのつど定める。

２　日帰り出張の旅費は、別表２により、本人の属する等級に応じて交通費の実費および日当を支給する。

（外　出）

第10条　勤務地から目的地までの距離が○km未満の出張を外出とし、日帰りを原則とする。やむを得ない事情で宿泊する場合の取扱いは、そのつど定める。

２　外出の旅費は、交通費の実費を支給する。

（長期出張等）

第11条　○週間以上にわたり同一地に滞在する場合は、次のとおり日当を支給する。

　（１）○週間を超える期間：別表２に掲げる日当の○％

　（２）○週間を超える期間：別表２に掲げる日当の○％

２　あらかじめ○週間以上、同一地に滞在する予定をもって出張する場合および常に同一地に出張を必要とする業務に従事する従業員が当該地に出張する場合の日当および宿泊料は、そのつど定める。

３　長期出張期間中における滞在地から他の地への出張および期間途中での自宅への帰還（以下「中途帰還」という。）については、通常の旅費を支給する。ただし、中途帰還については、自宅滞在中の日当・宿泊料は支給しない。

（転勤旅費）

第12条　会社の命により遠隔地へ転勤となった者が任地に住居を移転する場合は、転勤旅費を支給する。

２　転勤旅費の種類は、本人旅費、家族旅費、支度料、家財移転費、転学費用とする。

（本人旅費および家族旅費）

第13条　本人旅費は、別表２により、本人の属する等級に応じて支給する。

２　家族旅費は、本人に準ずるものとする。ただし、小児については、鉄道その他の運賃はその交通機関の定めるところによって支給し、日当および宿泊料は次のとおりとする。

　　○歳未満：別表２に掲げる日当および宿泊料の○％

　　○歳未満：支給しない。

３　前項の家族とは、次の各号のいずれかに該当し、本人が扶養義務を有する者で、従来同居し、将来も同居する者をいう。

　（１）本人の配偶者および子

　（２）父母および祖父母（父母については養父母を含む。）

　（３）兄弟姉妹

（支度料）

第14条　支度料は、次のとおり支給する。

　（１）本　　人：家族帯同の場合は別表２に掲げる日当の○日分

　　　　　　　　　単身赴任の場合は別表２に掲げる日当の○日分

　（２）帯同家族：○歳以上の場合は別表２に掲げる日当の○日分

　　　　　　　　　○歳以上の場合は別表２に掲げる日当の○日分

（家財移転費）

第15条　家財移転費は荷造梱包費、運賃、保険料、その他家財道具の移転に要する費用をいい、その実費を支給する。ただし、家財移転の都合上新たに購入するもので、移転後自己の財産となるものについては、家財移転費に含まないものとする。

（転学費用）

第16条　転勤にあたり帯同する子が転学（幼稚園の再入園を含む。）を必要とする場合、転学する子１人につき○万円の転学費用を支給する。

（私事故による旅程の変更）

第17条　旅行中傷病その他私事故により、旅程に変更を生じまたは遅滞した場合は、所属長が承認したものに限り、交通費および宿泊料の実費を支給することがある。

（出張中の死亡）

第18条　出張中に従業員が死亡した場合、家族がそれに赴き、または引き取りのため旅行した場合は、この規程を準用し、本人同等の旅費相当額を支給する。

２　前項の家族は、○名を上限とする。

（遺族の定義）

第19条　前条にいう家族とは、本人の在職中または生前における第13条第３項に該当する者をいう。

付　　則

（実施期日）

　この規程は、平成○年○月○日から実施する。

	等級
	A
	B
	C

	区分
	○級～○級
(部長、次長職)
	○級～○級
(課長、課長代理職)
	○級～○級
(その他)


	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ

	鉄道運賃
	新幹線
	グリーン車
	普　 通
	普　 通

	
	その他
	グリーン車
	普　 通
	普　 通

	船　　賃
	１　 等
	普　 通
	普　 通

	航空運賃・その他交通費
	実 　費
	実 　費
	実 　費

	宿泊料(円)
	甲地区
	
	
	

	
	乙地区
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	日　　当(円)
	
	
	



別表１　等級
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別表２　出張旅費支給基準





※宿泊料についての地区の区分は次のとおりとする


　甲地区：東京都内


　乙地区：甲地区以外の政令指定都市








